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第 1 章 
四日市市住生活基本計画の目的 



  



1-1 計画の背景と目的 

 

本市では、平成 25 年（2013 年）3月に「四日市市住生活基本計画（計画期間：平成 25 年度

（2013 年度）～平成 34 年度（2022 年度））」を策定し、「みんなで暮らそうホームタウンよっ

かいち」を基本理念に、様々な住宅施策に取り組んできました。 

  この間、国においては、コンパクトなまちづくりを目指す「立地適正化計画」の創設、「空

家等対策の推進に関する特別措置法」による管理不全空き家への対策促進、「住宅セーフティ

ネット法」改正による民間賃貸住宅や空き家を活用した住宅セーフティネット機能の強化が図

られるなど、住宅施策に係る法整備が進められました。 

  また、住生活基本法に基づき定められた「住生活基本計画（全国計画）」が平成 28 年（2016

年）3 月に改定され、三重県においても「三重県住生活基本計画」が平成 29 年（2017 年）3

月に改定されています。 

  本市においても、増加する空き家の対策に加え、東海エリアにおける西の中枢都市として子

育て世帯をはじめとする多様化する居住ニーズに応えていくことなどが求められており、令和

2 年度（2020 年度）を初年度とする新たな「四日市市総合計画」の策定と並行して「四日市市

住生活基本計画」を見直し、必要な施策を位置付けることとしました。 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

1-2 計画期間 

 

令和 2年度（2020 年度）から令和 11 年度（2029 年度）までを計画期間とします。 

この計画(Plan)は、上位・関連計画の見直しや社会経済情勢の変化、施策の実施状況(Do)

を踏まえて、概ね 5 年ごとに事業や施策の評価(Check)を行い、必要に応じて計画の見直し

（Action）を行います。 

 
 

 

住生活基本法 

 

四日市市総合計画【令和２（2020）年～】 

図 四日市市住生活基本計画の位置づけ 

Plan (企画・立案) Do (実施) 

Action (改善) Check (評価) 

・四日市市住生活基本計画の策定及び改定 ・計画に基づく事業や施策の実施 

・計画の見直し など 

 
・計画の達成状況の把握  など 

住生活基本計画（全国計画） 
【平成 28（2016）年３月改定】 

 

即す 

整合 

整合 

三重県住生活基本計画 
【平成 29（2017）年３月改定】 

 

●都市計画マスタープラン 

●立地適正化計画 

●市営住宅等長寿命化計画 
 等 

 

四日市市住生活基本計画 
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【住生活基本法・住生活基本計画（全国計画）と関連法制度】 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

住生活基本計画（全国計画） 

平成 18 年 (2006 年)9 月策定 

計画期間：平成 18～27 年度 

住生活基本法 平成 18 年 (2006 年)6 月 

住宅の『量』の確保から住生活の『質』の向上を図る政策に転換 

図 関連計画及び関連法制度等の変遷 

 

平成 23 年 (2011 年)3 月改定 

計画期間：平成 23～32 年度 

 

平成 28 年 (2016 年)3 月改定 

計画期間：平成 28～令和 7 年度 

少子高齢化・人口減少社会に対応した 

新たな住宅政策の方向性 

○若年・子育て世帯や高齢者が安心して暮

らすことができる住生活の実現 

○既存住宅の流通と空き家の利活用を促

進し、住宅ストック活用型市場への転換 

○住生活を支え、強い経済を実現する担い

手としての住生活産業を活性化 

住宅ストックの質の向上に向けた取り組み 

 

〇長期優良住宅の普及の促進 

〇リフォームの促進（エネルギー使用 

の効率性向上、高齢化対応、基礎的 

な安全性の確保）を緊急的重点的に 

推進 

 

 

○ハード面（広さ等）に加えソフト

面の充実により住生活を向上 

○老朽マンション対策など住宅スト

ックの管理・再生対策を推進 

○新築住宅市場に加え、既存住宅・

リフォーム市場の整備を促進 

住宅セーフティネット法 

平成 19 年 (2007 年) 
高齢者住まい法一部改正 

（住宅施策と福祉施策の連携） 

平成 21 年 (2009 年) 

 
公営住宅等長寿命化計画策定指針改定
（需要見通しに基づくストック量の推計） 

平成 28 年 (2016 年) 

一部改正（既存住宅に係る 

長期優良住宅認定制度） 

平成 28 年 (2016 年) 

 

耐震改修促進法一部改正 
（要緊急安全確認大規模建築

物等に耐震診断義務付け等）

平成 25 年 (2013 年) 

一部改正（住宅確保要配慮者の入居を

拒まない賃貸住宅の登録制度） 

平成 29 年 (2017 年) 

長期優良住宅促進法 

平成 20 年 (2008 年)

空家等対策の推進に関する 

特別措置法 

平成 26 年 (2014 年) 

（2006～2015 年度） （2016～2025 年度） 

一部改正（通行障害建築物に一定

の高さ等を有するブロック塀を追加） 

平成 31 年 (2019 年) 
 

（2011～2020 年度） 
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